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超音波による水中長距離計測システムの開発 
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要 旨 
大水深海域に設置する水中構造物の測位や、沈埋函工法における沈埋函端面間計測を目的とした

水中長距離計測システムを開発した。海洋実験を行った結果十分な精度が確保でき、現場適用が可

能であることを確認した。おもな実験結果を下記に示す。 

①大水深構造物の測位において、送受波器のベースラインを最適配置とするワイドベースライン方

式を開発し、水深 70m の海域で精度検証実験を行った結果、標準偏差 0.35m であり安定した測位

を行えることを確認した。 

②沈埋函端面間計測において新たに考案した音速補正方式の確認実験を行った結果、水中距離 200m

の計測精度は 3.6cm であり高精度な計測を行えることを確認した。 

 

１．はじめに 

 近年、排他的経済水域の設定、漁獲可能量制度の導

入など、漁業を取り巻く環境が「獲る漁業からつくり

育てる漁業」へと変わりつつある中、水産資源の保存、

持続的利用を目的とした水深 200～300m 前後の大陸棚

に人工礁や大型魚礁の設置が計画されている。 

 大水深海域にこれらの構造物を設置する場合は構造

物が潮流などの影響を受けるため、水中でのリアルタ

イム高精度測位技術が必要になる。従来、浅海域にお

いては１隻の作業船から構造物を測位していたが、大

水深海域になると作業船上の送受波器と構造物を結ん

だ線の交差角が鋭角になるため、測位精度が低下する。 

 そこで、ＧＰＳと送受波器を取り付けた 3 隻の測量

船を最適形状に配置し交差角を理想に近い角度とする

ことで、大水深海域でも高精度な測位を可能とするワ

イドベースライン（Wide Base Line 以下ＷＢＬと称す）

方式を開発した。 

 一方、海底トンネル工事では工期短縮、コストダウ

ンの観点から沈埋函工法が採用されている。沈埋函工

法は水圧接合によって最終継ぎ手を施工するため、最

終函設計値となる既設沈埋函の端面の位置管理が重要

である。従来はレベルや光波測距儀を使用して相対す

る沈埋函の端面を測位し間接的に算出していたが、さ

らなる精度向上を図るには端面間を直接計測できる水

中長距離計測技術が必要になる。 

超音波の音速は水温の影響をもっとも大きく受ける

ため、これまで行っていた固定式音速計による音速値

の補正だけでは精度の確保は困難である。そこで、超

音波伝播経路の音速値を移動式音速計で計測し、後処

理で距離計測値と同期化し補正することで精度向上を

図る音速補正方式を考案し、高精度な水中長距離計測

システムを確立した。図－１に直接測量と間接測量の

概念図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本稿では水中長距離計測システムを利用したＷＢＬ

方式と沈埋函端面間計測の概要、実験結果について述

べる。 

 

２．水中長距離計測システムの概要 

本システムは、ＷＢＬ方式による水中測位と沈埋函

端面間計測で構成されるが、これらは基本的に超音波

の利用方向が異なる。（鉛直方向の場合がＷＢＬ方式

であり、水平方向の場合が沈埋函端面間計測である。） 

以下に、これらの方式の概要を示す。 

２．１ ＷＢＬ方式の水中測位 
（１）概要 
ＷＢＬ方式は、送受波器とＧＰＳを搭載した 3 隻の

測量船を、大水深目標物に対して、比較的大きな角度

がとれるように、配置（理想的には、正三角錐）する

もので、従来のショートベースライン方式と比較して、

目標物に対して高精度な水中測位を行うことができる

（ベースラインとは各送受波器の間隔である）。 
ＷＢＬ方式の概念図を図－２に、測量船搭載機器の

外観を写真―１に示す。 
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（２）位置検出方法 
目標物の位置は、ＧＰＳで求めた 3 箇所の既知点座

標値と超音波の伝搬時間と音速で求めた距離値をもと

に算出する。 
送受波器 P からトランスポンダ T1 に向け超音波を

発射し、これに応答してトランスポンダ T1 が発射し

た超音波を送受波器 P、Q、R が受信し、この間の伝

送時間と水中音速値から距離 P･T1･P、P･T1･Q、P･
T1･R をリアルタイムに算出する。（送受波器 P、Q、

R の計測開始時間の同期には、ＧＰＳから一秒毎に出

力される 1PPS 信号を利用している。） 
写真―２にトランスポンダの外観を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他の構成技術 

水中構造物に取り付けるトランスポンダは、有効利

用するために、構造物の設置完了後は取り外し、再利

用する必要がある。大水深の場合、潜水夫によるトラ

ンスポンダの回収が不可能であるため、専用の切離し

装置を使用して、切り離しを行う。 

２．２ 沈埋函端面間計測 

（１）概要 

沈埋函端面間計測では、超音波を水平方向に利用し

ているが、トランスポンダの位置検出原理はＷＢＬ方

式と同様である。 
沈埋函ＡとＢの端面間距離（100～300m）の算出に

必要な音速値を、沈埋函Ｂの上面に設置した固定式音

速計の計測値と、測量船に搭載した移動式音速計の計

測値から求めることで、高精度な水中距離計測を可能

にしている。 
沈埋函端面間計測の概念図を図－３に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（２）計測手順 
 計測手順を以下に示す。 
①沈埋函Ｂの上面に設置した固定式音速計を使用して

測量船に搭載した移動式音速計のキャリブレーシ

ョンを行う。 
②沈設した沈埋函端面の四隅に設置した送受波器とト

ランスポンダとの距離 16 ラインを計測する。 
③②と同時に移動式音速計で沈埋函端面間の海域の音

速値を計測する。この時、音速値のほかに水圧セン

サで音速計測点の水深、ＧＰＳで平面座標を計測し

ており、これらの値をもとに計測ライン上の音速値

を後処理で求め、計測距離の音速補正を行う。 
（３）補正方法 

固定式音速計と移動式音速計を使用した音速補正

方法を下記に示す。（表－２、３参照） 
①固定式音速計の音速値算出 
送受波器とトランスポンダの離隔距離をＬ0(m)、計

測距離を L1(m)とすると音速値α（m/s）は次式のよう

に表される。ここで K（m/s）は 15℃における海水の
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図―２ ＷＢＬ方式の概念図 

写真－２ トランスポンダ外観 

写真－１ 測量船搭載機器の外観 

処理パソコン 
超音波計測器 

図－３ 沈埋函端面間計測の概念図 
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音速値 1500(m/s)で、L1（m）は音速値 K（m/s）にお

ける計測距離、L0（m）は既知距離である。 
 

(1) 
 
この音速値α（m/s）で補正した計測距離が一次補

正距離である。 
②移動式音速計のキャリブレーション 
固定式音速計の海域を移動式音速計で計測し、その

平均音速値をβc (m/s)とすると、音速補正係数ρ(%)
は次式のように表される。 

 
(2) 

 
③沈埋函端面間海域の音速値算出 
沈埋函端面間海域を移動式音速計で計測した音速値

をβ (m/s)とすると、沈埋函端面間海域の音速値γ

(m/s)は次式のように表される。 
 

(3) 
 
この音速値γ（m/s）で補正した計測距離が二次補

正距離である。 
④二次補正 
送受波器とトランスポンダ間の計測距離を Ln (m)

とすると二次補正後の計測距離 L (m)は次式のように

表される。 
 

(4) 
 
２．３ システムの構成と仕様 
システムの構成と仕様を表－１に示す。 

 

表―１ システムの構成と仕様 

分 類  項 目  構成と仕様  
①機器構成  超音波制御装置：3 式、超音波送受波器：5 式、船位計測装置：3 式  

ﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞ：7 式、ﾃﾞｰﾀ伝送装置 ：2 式、音速補正ｾﾝｻ：1 式  
水中切離し装置：7 式  

WBL GPS の 1PPS 信号によって計測を開始し、3 ラインを同時に計測する  ②計測方式  
沈埋函  1 ライン毎の計測  

③周波数  200KHz 
④CH 識別  コード信号による 6CH 識別  

WBL 深度値をもとに補正処理：海域の音速値 V(m/s)は超音波測位結果の深

度値 DS(m)と水圧センサの計測深度値 DP(m)から次式のように算出し補

正処理する。ここで K（m/s）は 15℃における海水の音速値 1500(m/s)
である。 V ＝ K･DP/DS 

⑤音速補正  

沈埋函  固定式・移動式音速計の計測値をもとに補正処理  
WBL リアルタイム処理  ⑥演算処理  
沈埋函  後処理が必要  

⑦最大計測距離  400m 
WBL 測位精度±1m（水深 100m）  ⑧精度  
沈埋函  測距精度±0.02m（水平 100m）  

システム全体  

⑨電源  AC100V（超音波制御装置）  
①外形寸法・重量  φ120×H140（概略寸法）  
②出力  100W 
③指向角  半減全角 110° 

超音波送受波器  

④ﾉｲｽﾞ処理  AGC(AutoGainContoroll)による自動感度調整  
①外形寸法・重量  φ157×H500（概略寸法）  
②出力  100W 
③指向角  半減全角 100° 
④電源  DC12V 内蔵電池、連続運転：約 24 時間、電池作動期間：約 1 ヶ月  

トランスポンダ  
 
 

⑤耐圧  水深 300m 
①制御方法  超音波信号による無線式切離し制御  
②出力  20～30W 
③CH 識別  周波数変調による 8CH 識別  

水中切離し装置  
 
 

④電源  DC12V 内蔵電池 電池作動期間：約 6 ヶ月  
①ＷＢＬ  リアルタイム三次元測位・モニタ表示  処理ソフト  
②沈埋函  距離計測・モニタ表示、GPS による移動式音速計測、音速補正  
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３． ＷＢＬ方式の海域実験 
３．１ 実験概要 
実験目的と方法を下記に示す。 

①測位精度の検証 

ＧＰＳと送受波器を搭載した測量船 3 隻を移動させながら、

水深約 70m の海底に設置したトランスポンダを測位し、精度

を検証した。 

②水中切り離し装置の動作確認 

測量船から切り離し用の超音波信号を送り、水中切離し

装置の作動・浮上実験を行い、切り離し CH の制御、浮上動

作を確認した。 

海域実験のイメージ図を図－４に、実験状況を写真－

３に示す。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．２ 実験結果 

①測位精度 
大水深においては真値を求めることが困難であるため、

ここでは任意形状におけるベースラインでの測位結果の

再現性で精度を評価した。測位結果の標準偏差は X＝

0.35m、Y＝0.30m であり、本方式によって安定した測

位を行えることが確認できた。測位結果を図－５に、モ

ニタ画面を写真－４に示す。 
②水中切り離し装置の動作確認 
水中切り離し装置の切り離し・浮上実験を行い、装置

の CH 識別が正常に動作し、浮上回収が行えることを確

認した。 
水中切り離し装置とトランスポンダの外観を写真－５

に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－５ 測位精度（水深約 70m） 

-842

-841.5

-841

-840.5

-840

-839.5

-839

490.5 491 491.5 492 492.5 493 493.5 494 494.5

Ｙ軸（ｍ）

Ｘ
軸

（
ｍ

）

測位データ

トランスポンダ設置位置 

写真－３ 実験状況

測量船 

写真―５ トランスポンダの外観 

切離し装置 

トランスポンダ 

ブイ 

写真－４ モニタ画面 

P 

Q 
R 

ﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞ 

GPS

送受波器

ブイ

GPS

送受波器

ブイ

GPS

送受波器

主船

従船

従船

ブイ

トランスポンダ

ブイ

海底

水深約70m
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４．沈埋函端面函間計測の海域実験 
４．１ 実験概要 
実験目的と方法を下記に示す。 

①水中距離計測精度の検証 

岸壁に設置した架台の下端に送受波器Ａ・Ｂを取付け、

桟橋に設置した架台の下端にトランスポンダ 0～3 を取

り付けた。送受波器Ａとトランスポンダ 0 は固定式音速

計測に使用し、送受波器Ｂからそれぞれ約 100m、約

200m、約 250m 離れた位置にトランスポンダ 1～3 を設

置して水中超音波の距離計測に使用した。 
送受波器とトランスポンダ間の距離は光波測距義で計

測し、この値を真値とし精度検証した。 
②移動式音速計の有効性検証 

移動式音速計によって固定式音速計の海域（地点 c1～

c3）と超音波伝搬経路（地点 1～3）の音速値を計測し、

この音速値の補正効果を検証した。 
沈埋函端面間計測の実験概念図を図－６に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．２ 実験結果 

①移動式音速計のキャリブレーション 
固定式音速計による音速値をα（m/s）、同海域の任意

地点における移動式音速計の音速値をβci（m/s）（i=1、
2、3･･･n）とすると、この海域の移動式音速計による平

均音速βc と音速補正係数ρは次式のように表される。 
 

(5) 
 
 

(6) 
 
固定式音速計による音速値は計測海域全体の平均音速

であり、移動式音速計による音速値は計測海域の任意地

点における音速値である。今回の実験では送受波器 A 付

近の地点 c1、中間の地点 c2、トランスポンダ 0 付近の地

点 c3 の 3 点の音速を移動式音速計で計測し、式(5)から

海域の平均音速を求めた。固定式音速計による音速値は

1537.534(m/s) 、 移 動 式 音 速 計 に よ る 音 速 値 は

1538.90(m/s)、補正係数は 99.9111(%)となった。 
移動式音速計の計測地点概念図を図－７に、キャリブ

レーション結果を表－２に示す。 
②距離計測精度 
超音波伝搬経路の海域の各地点における移動式音速計

の音速値をβi（i=1、2、3･･･）とすると、移動式音速計

による海域の平均音速β(m/s)と、固定式音速計と同等精

度の音速値γ(m/s)を次式のように表される。 
 

(7) 
 
 

(8) 
 
送受波器Ｂとトランスポンダ 1、2、3 間の二次補正後

の算出値は真値と比較するとそれぞれ 1.9cm、3.6cm、

5.9cm であり、二次補正することで高精度な計測を行え

ることが確認できた。同様に一次補正後の算出値を真値

と比較するとそれぞれ 2.3cm、9.8cm、9.6cm となり、

差違は二次補正値と比較して大きくなっていることが分

かる。今回の目標値は 100ｍに対して差違は 2cm 以内と

したが、二次補正を行うことで解決できた。 
表－３に二次補正後の精度を示す。 

③移動式音速計の有効性検証 

計測ライン上の送受波器Ｂ側の地点 1、中間点の地点

2、トランスポンダ 3 側の地点 3 の任意時刻における深

度と音速値を図－８に示す。 
同一地点であっても深度によって音速値は異なり、地

点 1 の深度 2.5～4.5m において約 1.5m 変化しており、

距離 100m を計測したとき 0.1m の誤差を生ずることに

なる。この誤差を除去するには計測ライン上の音速値に

よる補正が必要であり移動式音速計が有効であることが

検証できた。また、音速値は時間の経過とともに常に変

化しているため距離計測時刻と同期をとる必要があり、

本システムでは後処理で同期化を図っている。 
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５．まとめ 
 従来、超音波による計測は、長距離になると測距精度

が低下し、大水深になると測位精度が低下するといった

問題点があった。そこで、実用的な観点からこの問題を

解決する方法を考案し、実験によって検証した。 
本開発を通じて得られた成果を下記に示す。 
①ＷＢＬとすることで大水深下の水中構造物の測位精度

を向上できる。 

②トランスポンダの回収に切り離し装置を使用したこと

で潜水作業を削減できる。 

③海水の音速値は同一地点であっても常に変化しており、

固定式音速計の計測範囲外を計測する場合は移動式

音速計による補正が必要である。 

④移動式音速計による補正を行うことで高精度な距離計

測が可能である。 

６．おわりに 

 現在、実工事の導入に向け、施工計画を進めている。

工事概要、導入結果等については次の機会に報告する所

存である。 
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距離 

L（ｍ） 

二次補正

後の精度

（cm）

Ｂ 1 113.616 110.82 113.593 -2.3 1538.92 1538.95 1538.99 1538.95 1537.583 113.597 -1.9 

Ｂ 2 206.855 201.71 206.757 -9.8 1539.32 1539.36 1539.39 1539.36 1537.992 206.819 -3.6 

Ｂ 3 245.088 239.01 244.992 -9.6 1539.19 1539.14 1539.10 1539.14 1537.772 245.029 -5.9 

表－２ 固定式音速計と移動式音速計のキャリブレーション結果 

表－３ 二次補正後の距離計測精度 

図－８ 音速値の分布状況（送受波器B～トランスポンダ2間） 
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